
　

が
配
信
す
る
災
害
・
避
難
情
報
を
、
回
線
混

雑
の
影
響
を
受
け
ず
に
受
信
す
る
こ
と
が
で

き
る
「
エ
リ
ア
メ
ー
ル
」
の
サ
ー
ビ
ス
を
無

料
で
行
っ
て
い
ま
す
。

　　

こ
れ
は
市
町
村
単
位
の
特
定
エ
リ
ア
へ
一

斉
送
信
で
き
る
サ
ー
ビ
ス
で
、
一
部
機
種
で

は
マ
ナ
ー
モ
ー
ド
中
も
警
告
音
で
お
知
ら
せ

し
ま
す
。
対
象
機
種
を
お
使
い
の
方
に
は
自

動
的
に
送
信
さ
れ
ま
す
が
、
一
部
機
種
の
方

は
事
前
の
設
定
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
ぜ
ひ

登
録
を
お
願
い
し
ま
す
。
詳
し
く
は
Ｎ
Ｔ
Ｔ

ド
コ
モ
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

http://w
w

w
.nttdocom

o.co.jp/service/
safety/aream

ail/

★
事
前
の
受
信
設
定
が
必
要
な
機
種

９
０
６
ｉ
／
９
０
５
ｉ
／
７
０
６
ｉ
シ
リ
ー

ズ
（
Ｎ
Ｍ
７
０
６
ｉ
、
Ｌ
７
０
６
ie
、
SH

７
０
６
ie
を
除
く
）、
Ｎ
７
０
５
ｉ
、
ｐ

７
０
５
ｉ
、
Ｎ
７
０
５
i μ
、
Ｐ
７
０
５
i μ
、

SO
７
０
５
ｉ
、PRO

SO
LID

μ
、
ら
く
ら
く

ホ
ン
Ｖ
、
ら
く
ら
く
ホ
ン 
プ
レ
ミ
ア
ム

　　

栗
山
町
で
は
11
月
か
ら
、
災
害
時
の
避
難

に
関
す
る
情
報
や
、
洪
水
・
土
砂
災
害
に
関

す
る
情
報
な
ど
、
緊
急
性
の
高
い
災
害
情
報

に
つ
い
て
「
エ
リ
ア
メ
ー
ル
」
を
使
っ
て
発

信
し
ま
す
。
現
在
は
Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
の
み
が

こ
の
サ
ー 

ビ
ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
が
、
今

後
他
社
で
同
様
の
サ
ー
ビ
ス
が
開
始
さ
れ
た

場
合
は
導
入
を
順
次
検
討
し
て
い
き
ま
す
。
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地
震
や
風
水
害
な
ど
の
被
害
を
最
小
限
に

食
い
止
め
る
た
め
に
は
、
日
頃
か
ら
の
準
備

が
大
切
で
す
。
い
つ
襲
っ
て
く
る
か
分
か
ら

な
い
災
害
か
ら
家
族
を
守
る
た
め
に
、
ぜ
ひ

家
族
で
「
防
災
会
議
」
を
開
き
ま
し
ょ
う
。

○
一
人
ひ
と
り
の
役
割
分
担
を
決
め
ま
し
ょ
う

　
「
火
の
元
や
電
気
の
確
認
は
？
」、「
戸
や
窓

を
開
け
、
出
口
を
確
保
す
る
の
は
？
」「
誰
が

非
常
持
ち
出
し
持
っ
て
い
く
？
」
な
ど
な
ど
、

日
頃
か
ら
役
割
を
決
め
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

○
家
族
が
バ
ラ
バ
ラ
に
な
っ
た
時
の
集
合
場

所
・
連
絡
方
法
な
ど
を
決
め
ま
し
ょ
う

　

災
害
発
生
時
に
は
必
ず
し
も
家
族
が
一
緒

に
い
る
と
は
限
り
ま
せ
ん
。
職
場
や
学
校
な

ど
で
離
れ
て
い
た
場
合
、
ど
こ
に
集
ま
る
の

か
決
め
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

　

な
お
、
家
族
の
集
合
場
所
は
、
避
難
所
は

大
勢
の
人
で
家
族
が
見
つ
け
に
く
い
の
で
、

近
く
の
公
園
な
ど
に
し
ま
し
ょ
う
。

　

携
帯
電
話
が
使
え
な
い
こ
と
も
考
え
、
災

害
時
伝
言
ダ
イ
ヤ
ル
（
１
７
１
）
の
使
い
方

を
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。
使
い
方
は
、

次
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

　

栗
山
町
内
に
は
、
16
カ
所
の
「
避
難
場
所
」

と
19
カ
所
の
「
避
難
所
」
が
あ
り
ま
す
。

　

ご
自
宅
か
ら
最
寄
り
の
避
難
所
・
避
難
所

を
確
認
し
て
お
き
ま
し
ょ
う
。

□
避
難
場
所

・
栗
山
公
園

・
栗
山
小
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
栗
夢
広
場

・
運
動
公
園

・
朝
日
ふ
れ
あ
い
公
園

・
栗
山
高
等
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
に
し
き
公
園

・
駅
西
口
広
場

・
ふ
じ
ス
ポ
ー
ツ
広
場

・
栗
山
中
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
総
合
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
角
田
小
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
継
立
小
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
継
立
中
学
校
グ
ラ
ウ
ン
ド

・
日
出
消
防
団
消
防
庁
舎
向
え
広
場

・
円
山
地
域
文
化
セ
ン
タ
ー
広
場

□
避
難
所

・
カ
ル
チ
ャ
ー
プ
ラ
ザ
「
Ｅ
ｋ
ｉ
」

・
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー

・
栗
山
小
学
校

・
児
童
セ
ン
タ
ー

・
ふ
れ
あ
い
プ
ラ
ザ

・
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー
「
し
ゃ
る
る
」

・
栗
山
高
等
学
校

・
中
里
団
地
集
会
所

・
ふ
じ
団
地
集
会
所

・
栗
山
中
学
校

・
北
海
道
介
護
福
祉
学
校

・
角
田
小
学
校

・
農
村
環
境
改
善
セ
ン
タ
ー

・
角
田
保
育
所

・
南
部
公
民
館

・
継
立
保
育
所

・
継
立
小
学
校

・
継
立
中
学
校

・
円
山
地
域
文
化
セ
ン
タ
ー

　

災
害
が
発
生
し
た
時
に
一
時
的
に
避
難
す

る
場
所
が
「
避
難
場
所
」
で
公
園
や
広
場
な

ど
が
指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、「
避
難
所
」
は
、
災
害
が
起
き
た

時
に
自
宅
に
住
め
な
く
な
っ
た
人
た
ち
が
一

定
期
間
、
避
難
生
活
を
す
る
場
所
で
す
。
救

援
活
動
の
拠
点
と
な
り
、
負
傷
者
の
救
護
や

給
水
、
食
料
の
配
給
な
ど
も
こ
こ
を
中
心
に

行
わ
れ
ま
す
。
小
中
学
校
の
体
育
館
や
、「
Ｅ

ｋ
ｉ
」」
や
「
し
ゃ
る
る
」
な
ど
の
公
共
施

設
が
指
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

休
日
な
ど
を
利
用
し
て
、
避
難
所
や
避
難

場
所
、
そ
こ
ま
で
の
避
難
路
を
家
族
全
員
で

歩
い
て
み
る
こ
と
を
お
勧
め
し
ま
す
。

　

Ｎ
Ｔ
Ｔ
の
災
害
用
伝
言
ダ
イ
ヤ
ル
サ
ー
ビ

ス
「　
　
　
　
（
い
な
い
）」
は
、
災
害
発
生

に
よ
り
被
災
地
へ
の
通
信
が
増
加
し
、
電
話

が
つ
な
が
り
に
く
い
状
況
に
な
っ
た
場
合
に
、

被
災
地
内
の
家
族
や
親
類
な
ど
と
の
連
絡
を

可
能
に
す
る
ボ
イ
ス
メ
ー
ル
で
す
。

　

ご
利
用
の
方
法
は
、　　
　
　

を
ダ
イ
ヤ
ル

し
、
音
声
ガ
イ
ダ
ン
ス
に
従
っ
て
、　　

伝
言

を
録
音
、　　

再
生
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

録
音
方
法

　
　
　
　

 

→  　

 

→ 

被
災
地
の
電
話
番
号

             

○
○
○
○
‐
○
○
‐
○
○
○
○
→
伝
言
録
音

再
生
方
法

　
　
　
　

 

→  　

 

→ 

被
災
地
の
電
話
番
号

             

○
○
○
○
‐
○
○
‐
○
○
○
○
→
伝
言
再
生

　

詳
し
く
は
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ
の
災
害
用
伝
言
ダ
イ

ヤ
ル
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
、
あ
る
い
は
Ｎ
Ｔ
Ｔ

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
し
て
く
だ
さ
い
。

※
災
害
用
ダ
イ
ヤ
ル
「
１
７
１
」
は
災
害
時

以
外
に
は
ご
使
用
に
な
れ
ま
せ
ん
。

　

Ｎ
Ｔ
Ｔ
ド
コ
モ
で
は
、
気
象
庁
が
配
信
す

る
緊
急
地
震
速
報
や
、
国
・
地
方
公
共
団
体

　

今
年
８
月
の
防
災
講
演
会
で
、
道
教
大
札
幌
校
の
佐
々
木
貴
子
准
教
授
が
お
話
し
さ
れ

た
内
容
を
中
心
に
「
地
域
防
災
力
」
の
向
上
に
つ
い
て
連
載
し
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
そ
の
２
回
目
。
地
震
が
来
る
前
に
準
備
す
る
こ
と
②
で
す
。

「継立まちづくり協議会」の自主防災訓練の様子

緊
急
速
報
「
エ
リ
ア
メ
ー
ル
」

　
　
　
　
　
　
　
を
活
用
し
ま
し
ょ
う

災
害
用
伝
言
ダ
イ
ヤ
ル

備
え
よ
う 

　
災
害
か
ら
命
を
守
る
た
め
に
！

！

連   載

地
震
が
来
る
前・

に
準
備
す
る
こ
と
②

家
族
で
防
災
会
議
を
開
き
ま
し
ょ
う

避
難
場
所
は
ご
存
知
で
す
か
？

１

１

７

１

１

７

１

１

７

１

１

７

１

１

１

７

２

１

２

栗
山
町
で
も
「
エ
リ
ア
メ
ー
ル
」
を

　
　
　
11
月
か
ら
運
用
開
始
し
て
い
ま
す

エリアメールの概要

エリアメールの登録方法（一部機種）

（資料：ＮＴＴドコモのホームページから）

地震感知

気象庁
緊急地震速報

国や地方公共団体
災害・避難情報

メッセージの
配信処理を実施

エリアメール
センター

・申込み不要
・通信料、月額使用料、情報料は無料

・携帯電話の全画面にポップ
   アップ表示します。

・緊急地震速報と、災害・避難     
   情報は、それぞれ異なる専用   
   警告音で、お知らせします。

・受信メールボックスに専用の     
   アイコン表示で保存されます。   
   

被災の恐れのあるエリアに一斉送信

※画面はイメージ
　です。

※画面はイメージ
　です。

緊急地震速報 災害・避難情報

緊急地震速報
○○沖で地震発生
強い揺れに備えて
ください（気象庁）

避難準備情報
○○地区にお住ま
いの方は、△△小
学校に避難してく
ださい（栗山町）

「
避
難
場
所
」
と
「
避
難
所
」
の
違
い
は

　
　
　
　
　
　
　
　
　
ご
存
知
で
す
か
？



　
平
成
22
年
度
の
栗
山
町
の
各
会
計
決
算
が
、
9
月
の
栗
山
町
議
会
定
例
会
で

認
定
さ
れ
ま
し
た
。

　
平
成
22
年
度
に
、
町
に
ど
の
く
ら
い
の
お
金
が
入
っ
た
の
か
、
そ
し
て
ど
の

よ
う
に
使
っ
た
の
か
、
そ
の
概
要
に
つ
い
て
報
告
し
ま
す
。

平
成
22
年
度

栗
山
町
各
会
計
決
算

１． 議会費 前年比 （％）

　　議会運営に 5,984 万円 2.5

２． 総務費 前年比 （％）

　　職員給与や財産管理などに 16 億 3,880 万円 △ 1.5

　　経済対策事業に 2 億 301 万円 △ 68.0

　　税金の賦課 ・ 徴収に 1,120 万円 34.1

　　各種選挙 ・ 統計調査などに 2,127 万円 40.1

３． 民生費 前年比 （％）

　　国民健康保険 ・ 介護保険特別会計などに 3 億 959 万円 △ 0.8

　　老人福祉に 3 億 1,256 万円 9.3

　　障がい者福祉に 3 億 8,343 万円 6.2

　　児童福祉に 5 億 2,638 万円 108.3

　　福祉施設運営などに 4,338 万円 △ 75.7

４． 衛生費 前年比 （％）

　　栗山赤十字病院補助などに 1 億 822 万円 111.2

　　健康対策に 3,848 万円 26.0

　　環境衛生対策に 8,204 万円 28.2

　　ごみ処理 ・ リサイクルなどに 4 億 1,421 万円 171.2

５． 労働費 前年比 （％）

　　勤労者福祉に 378 万円 7.1

　　勤労者福祉センター運営に 511 万円 21.1

６． 農林水産業費 前年比 （％）

　　農業振興に 2 億 8,814 万円 △ 6.0

　　農業基盤整備に 1 億 1,867 万円 △ 22.3

　　林業振興に 4,146 万円 26.6

　　農業集落排水特別会計に 7,034 万円 3.6

７． 商工費 前年比 （％）

　　商工振興に 1 億 6,152 万円 △ 1.4

８． 土木費 前年比 （％）

　　道路橋りょう整備 ・ 維持に 2 億 7,157 万円 31.7

　　河川維持に 530 万円 3.7

　　都市計画整備に 4,033 万円 32.5

　　公営住宅建設 ・ 維持に 3 億 6,577 万円 1.5

　　下水道特別会計に 1 億 3,915 万円 △ 7.1

９． 消防費 前年比 （％）

　　消防 ・ 救急活動などに 3 億 5,054 万円 19.4

10． 教育費 前年比 （％）

　　小中学校運営 ・ 管理などに 1 億 4,331 万円 0.4

　　社会教育振興に 1 億 5,737 万円 9.7

　　スポーツ振興に 1 億 3,292 万円 43.0

　　学校給食運営に 1 億 452 万円 1.8

　　介護福祉学校特別会計に 2,925 万円 △ 17.5

11． 公債費 前年比 （％）

　　元金返済に 13 億 1,446 万円 △ 12.5

　　利子返済などに 2 億 1,683 万円 △ 9.6

12． 災害復旧費など 前年比 （％）

　　災害復旧に 625 万円 △ 66.0

　　税金の還付などに 743 万円 △ 37.9

一般会計歳出決算額の内訳

一般会計歳入

　

平
成
22
年
度
の
栗
山
町
一
般
会
計
の

歳
入
総
額
は
82
億
７
０
２
３
万
円
、
歳

出
総
額
は
81
億
２
６
４
３
万
円
と
な
り
、

1
億
４
３
８
０
万
円
を
次
年
度
に
繰
り
越
し

ま
し
た
。

　

前
年
度
と
比
較
し
歳
入
は
０
・
５
％
、
歳

出
は
０
・
１
％
そ
れ
ぞ
れ
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

町
の
財
政
は
、皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
や
、

国
・
道
か
ら
の
補
助
金
・
交
付
金
、
町
の
借

金
で
あ
る
町
債
な
ど
の
財
源
に
よ
っ
て
運
営

さ
れ
て
い
ま
す
。

　

歳
入
の
構
成
は
、
町
税
な
ど
の
自
主
財
源

が
25
・
３
％
、
地
方
交
付
税
や
町
債
な
ど
の

依
存
財
源
が
74
・
７
％
と
な
っ
て
い
ま
す
。

自
主
財
源
の
柱
で
あ
る
町
税
の
内
訳
は
、
固

定
資
産
税
46
・
０
％
、
町
民
税
39
・
２
％
、

町
た
ば
こ
税
７
・
５
％
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、

町
民
一
人
当
た
り
で
は
、
９
万
６
６
４
７
円

を
負
担
し
て
い
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

次
に
歳
出
で
は
、
目
的
別
に
分
類
す
る

と
、
国
の
経
済
対
策
に
伴
う
、
各
種
事
業
費

を
計
上
し
た
総
務
費
が
23
・
１
％
と
最
も
多

く
、
以
下
、
福
祉
関
係
に
か
か
る
民
生
費

19
・
４
％
、
町
の
借
金
返
済
に
か
か
る
公
債

費
18
・
８
％
な
ど
と
な
っ
て
お
り
、
町
民
一

人
当
た
り
で
は
、
60
万
６
７
６
７
円
の
経
費

が
か
か
っ
た
こ
と
な
り
ま
す
。

　

財
政
概
要
に
つ
い
て
は
、
歳
入
歳
出
差
引

額
１
億
４
３
８
０
万
円
の
う
ち
、
平
成
23
年

度
に
繰
り
越
し
た
事
業
に
充
当
す
る
財
源

３
４
８
２
万
円
を
除
い
た
１
億
８
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一般会計歳出 81 億 2,643 万円

総務費 （23.1％）
　18 億 7,428 万円

公債費 （18.8％）
　15 億 3,129 万円

民生費 （19.4％）
　15 億 7,534 万円

土木費 （10.1％）
　8 億 2,212 万円

農林水産業費 （6.4％）
　5 億 1,861 万円

教育費 （7.0％）
　5 億 6,737 万円

消防費 （4.3％）
　3 億 5,054 万円

衛生費 （7.9％）
　6 億 4,295 万円

商工費 （2.0％）
　1 億 6,152 万円

議会費 （0.7％）
　　　5,984 万円

労働費ほか （0.3％）
　　　2,257 万円

区　分 金　額 前年比 （％）

固定資産税 5 億 9,499 万円 △ 1.4

町民税 5 億 700 万円 △ 1.4

町たばこ税 9,767 万円 3.4

都市計画税 6,064 万円 △ 0.9

軽自動車税 2,830 万円 1.3

入湯税 579 万円 264.9

【町税の内訳】

60 万 6,767 円

【歳出を経費の性質で分類した場合】

区　分
金　　　額
前年比 （％）

割合 （％） 内　　　容

公債費 15 億 3,118 万円
△ 12.1

18.8 借金の返済にかかる経費

投資的経費 13 億 3,542 万円
△ 2.6

16.4
道路や公営住宅の整備などに

かかる経費

人件費 13 億 2,523 万円
19.3

16.3 職員の給料などにかかる経費

補助費等 10 億 8,054 万円
△ 1.0

13.3
事業や団体運営に対する補助

金などの経費

物件費 9 億 7,328 万円
△ 3.3

12.0
施設の光熱水費や管理などに

かかる経費

繰出金 7 億 6,007 万円
3.4

9.4 特別会計に支出する経費

扶助費 7 億 1,576 万円
22.9

8.8
福祉医療の各種助成にかかる

経費

維持補修費
　　　　　　　ほか

4 億 495 万円
△ 18.7

5.0
公共施設などの修理にかかる

経費ほか

82 億 7,023 万円
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9 万 6,647 円

町税 （15.7％）
　12 億 9,439 万円

地方交付税 （40.3％）
　33 億 3,635 万円

道支出金 （8.8％）
　7 億 2,473 万円

町　債 （11.8％）
　9 億 7,554 万円

国庫支出金 （9.9％）
　8 億 1,832 万円

地方消費税交付金 （1.8％）
　1 億 5,228 万円

繰入金ほか （1.0％）
　8,156 万円

諸収入 （2.2％）
　1 億 8,172 万円

使用料 ・ 手数料 （2.4％）
　1 億 9,866 万円

依存財源
74.7％

自主財源
25.3％

分担金 ・ 負担金 （1.8％）
　1 億 5,111 万円

町民 1 人当たりの負担額

町民 1 人当たりの経費

繰越金 （2.2％）
　1 億 8,042 万円

（前年度 83 億 1,548 万円）

（前年度 9 万 5,940 円）

地方譲与税 （1.3％）
　1 億 981 万円

自動車取得税交付金ほか （0.8％）
　 6,534 万円

（前年度 81 億 3,506 万円）

（前年度 59 万 9,047 円）



国民健康保険特別会計
保険給付費は 12 億 2 千万円
　平成 22 年度の国民健康保険の加入状況は、年間平均で一般被保
険者 4,014 人、退職被保険者 240 人となっています。保険給付費
内訳は、医療費（入院、通院、調剤）の一般分 9 億 8,681 万円、退
職分 8,499 万円、療養費（柔整、コルセットなど）の一般分 815
万円、退職分 57 万円、高額療養費の一般分 1 億 1,010 万円、退職
分 1,680 万円などとなっています。なお、一人当たり医療給付費は、
一般 33 万 7,899 円、退職 50 万 2,388 円となっています。

歳

入

総額　18 億 5,190 万円　　前年比 ： △ 6.4％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

国民健康保険税 4 億 8,325 万円 △ 6.2

国 ・ 道支出金 4 億 9,756 万円 7.9

療養給付費等交付金 9,595 万円 12.5

前期高齢者交付金 3 億 9,827 万円 △ 28.1

繰入金 1 億 519 万円 △ 1.5

共同事業交付金ほか 2 億 7,168 万円 6.1

歳

出

総額　17 億 4,717 万円　　前年比 ： △ 8.2％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

保険給付費 12 億 1,651 万円 △ 8.2

後期高齢者支援金等 1 億 7,569 万円 △ 13.4

介護納付金 7,853 万円 1.2

共同事業拠出金 2 億 2,800 万円 1.4

基金積立金ほか 4,844 万円 △ 34.2

歳入歳出差引額　1 億 473 万円

歳

入

総額　 54 万円　　前年比 ： △ 88.2％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

国 ・ 道支出金 53 万円 △ 85.1

支払基金交付金ほか 1 万円 △ 99.5

歳

出

総額　 54 万円　　前年比 ： △ 88.7％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

諸支出金ほか 54 万円 △ 88.7

歳入歳出差引額　- 万円

歳

入

総額　9 億 2,604 万円　　前年比 ： ＋ 2.0％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

分担金 ・ 負担金 1,549 万円 △ 20.7

使用料 ・ 手数料 1 億 6,991 万円 △ 0.5

国庫支出金 1 億 476 万円 98.0

繰入金 1 億 3,915 万円 △ 7.1

町債 4 億 8,980 万円 △ 3.5

繰越金 693 万円 △ 1.0

歳

出

総額　9 億 1,895 万円　　前年比 ： ＋ 2.0％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

下水道事業費 3 億 740 万円 52.3

公債費ほか 6 億 1,155 万円 △ 12.5

歳入歳出差引額　709 万円

歳

入

総額　1 億 2,353 万円　　前年比 ： △ 19.3％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

分担金 ・ 負担金 54 万円 103.6

使用料 ・ 手数料 2,881 万円 0.6

繰入金 7,034 万円 3.6

町債 2,210 万円 △ 59.2

繰越金 174 万円 △ 13.8

歳

出

総額　1 億 2,140 万円　　前年比 ： △ 19.8％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

農業集落排水事業費 4,460 万円 2.7

公債費 7,680 万円 △ 28.8

歳入歳出差引額　213 万円

老人保健特別会計
後期高齢者医療制度に移行
　平成 20 年度より、これまでの老人保健制度に代わり新しく後期
高齢者医療制度が開始されたことに伴い、決算額は前年度と比較し
大きく減となっています。実質的には、歳入歳出ともに、国・道支
出金に係る前年度の精算によるものです。なお、本会計は平成 22
年度をもって廃止しました。

下水道事業特別会計
水洗化率は 94％
　生活排水を処理する公共下水道事業は、予定整備面積 548ha・人
口 9,800 人に対し、平成 22 年度末では 310ha・9,141 人の整備を
終えており、水洗化率は 94.4％となっています。平成 22 年度の歳
出は、下水道管理センターの機器更新および汚水幹線整備に係る建
設改良費、包括委託を行っている下水道管理センター費、公債費が
主なものですが、使用料、国庫補助金、一般会計からの繰入金、町
債などの歳入で賄われています。　

農業集落排水事業特別会計

角田・継立の生活排水処理
　角田地区、継立地区の生活排水を処理する農業集落排水事業では、
角田地区 92.5％、継立地区 89.1％の水洗化率となっています。平
成 15 年度末で主な建設工事は完了していることから、平成 22 年
度の歳出は、下水道管理センターと共に包括管理を行っている角田・
継立排水処理場の委託料、公債費が主なものですが、使用料、一般
会計からの繰入金、町債などで賄われています。

歳

入

総額　1 億 5,972 万円　　前年比 ： ＋ 18.2％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

分担金 ・ 負担金 1,950 万円 2.4

使用料 ・ 手数料 7,288 万円 9.8

道支出金 1,880 万円 51.0

繰入金ほか 4,854 万円 30.4

歳

出

総額　1 億 5,476 万円　　前年比 ： ＋ 15.7％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

教育費 1 億 5,476 万円 15.7

歳入歳出差引額　496 万円

北海道介護福祉学校特別会計
開校以来、就職率１００％
　平成 22 年 4 月の学生総数は 151 人で、定員に対し 9 人減、対前
年比 14 人の増です。平成 23 年 3 月の卒業生は 62 人で、就職希望
者 61 人全員が特別養護老人ホームなどに就職し、開校以来 22 年間、
就職率 100％を達成しています。また、平成 22 年 4 月の入学者は、
定員 80 人に対し 83 人で定員に対して 3 人の増です。少子化時代
を迎え、定員確保が大きな課題となっています。

歳

入

総額　12 億 4,895 万円　　前年比 ： △ 0.8％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

保険料 ・ 支払基金交付金 5 億 5,498 万円 2.0

国 ・ 道支出金 4 億 9,550 万円 2.2

繰入金 1 億 8,191 万円 △ 3.7

繰越金ほか 1,656 万円 △ 59.9

歳

出

総額　12 億 2,014 万円　　前年比 ： △ 2.3％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

総務費 1,411 万円 △ 9.0

保険給付費 11 億 6,516 万円 △ 0.1

地域支援事業費 2,767 万円 △ 7.7

諸支出金ほか 1,320 万円 △ 64.6

歳入歳出差引額　2,881 万円

介護保険特別会計
要介護（支援）認定者・在宅サービスは増加
　平成 22 年度末における 65 歳以上の被保険者は 4,335 人、要支援・
要介護認定者は 40 歳以上の被保険者も含めると、前年度比 1.2％
増の 727 人となっています。そのうち、サービス利用者は在宅 375
人、地域密着型利用者 47 人、施設利用 192 人となっています。保
険給付費の内訳は、在宅サービス費 3 億 4,529 万円、地域密着型サー
ビス費 1 億 379 万円、施設サービス費 6 億 1,397 万円、その他福
祉用具購入・住宅改修・高額介護サービス費等 1 億 211 万円となっ
ています。また、要支援・要介護状態になる前から介護予防を推進
する地域支援事業については、介護予防事業費 912 万円、包括的
支援事業・任意事業費 1,855 万円となっています。

水道事業会計
給水原価 254 円　供給単価 268 円
　水道事業は、一般会計などと異なり公営企業法に基づいた企業
会計で、「収益的収支」と「資本的収支」の 2 本立ての予算執行で、
安定した水道水の供給を行っています。平成 22 年度の収益的収支
においては、水道料金や他会計補助金などの収入が、浄水場の維持
管理費や水道施設整備などに係る企業債の利息支払などの支出を上
回り、6,877 万円の黒字となりました。また、資本的収支では、配
水管の布設替え工事や企業債の償還金が収入を大きく上回ったこと
から、不足額を減価償却費など施設更新のために積み立てている「過
年度留保資金」などから補てんしています。　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

収

入

総額　4 億 1,975 万円　　前年比 ： ＋ 9.2％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

水道料金収入 3 億 6,629 万円 0.3

他会計補助金 3,830 万円 1078.6

諸収入ほか 1,516 万円 △ 5.0

支

出

総額　3 億 5,098 万円　　前年比 ： △ 9.5％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

営業費用 2 億 7,610 万円 △ 3.7

営業外費用 7,488 万円 △ 25.9

収入支出差引額　6,877 万円

収

入

総額　　　2,190 万円　　前年比 ： △ 97.1％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

国庫補助金 25 万円 △ 99.6

企業債 1,440 万円 △ 97.8

出資金 248 万円 △ 47.1

工事負担金 477 万円 △ 83.2

支

出

総額　1 億 5,774 万円　　前年比 ： △ 83.2％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

建設改良費 5,028 万円 △ 82.6

企業債償還金 1 億 746 万円 △ 83.4

収入が支出に対して不足する額 1 億 3,584 万円は、 過年度留
保資金などで補てん （昨年度は 1 億 7,765 万円を補てん）

●資本的収入および支出（消費税含む）

●収益的収入および支出（消費税抜き）

給水人口 13,339 人 給水区域内に居住し、 水道により給水を受けている人口

年間総配水量 1,711,135 ㎥ 取水された水量を浄水場から配水した水量

年間有収水量 1,367,863 ㎥ 水道料金を賦課した水量

有収率 79.9％ 有収水量を配水量で除したもの

給水原価 254.43 円 水道水 1 ㎥を作るための経費

供給単価 267.78 円 使用者からいただく 1 ㎥あたりの平均単価
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後期高齢者医療特別会計
新しい老人医療制度
　後期高齢者医療制度は、これまでの老人保健制度に代わる新し
い医療制度として、平成 20 年 4 月よりスタートしました。道内市
町村すべてが加入する広域連合が主体となって運営され、町は申
請や相談および保険料の徴収を行っています。平成 22 年度におけ
る被保険者数は 2,388 人、広域連合納付金は 1 億 6,566 万円で、内
訳は保険料などの負担分 1 億 2,100 万円、保険基盤安定負担分 3,966
万円、事務費負担分 500 万円となっています。

歳

入

総額　1 億 6,668 万円　　前年比 ： ＋ 4.1％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

保険料 1 億 2,105 万円 4.6

繰入金 4,503 万円 2.5

諸収入ほか 60 万円 31.2

歳

出

総額　1 億 6,651 万円　　前年比 ： ＋ 4.1％

内

訳

区　分 金　額 前年比 （％）

総務費 70 万円 △ 48.2

後期高齢者医療広域連合納付金 1 億 6,566 万円 4.4

諸支出金 15 万円 297.1

歳入歳出差引額　17 万円



　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」
に基づく、平成 22 年度決算にかかる「健全化
判断比率」および「資金不足比率」の速報数値

（9 月 30 日現在）をお知らせします。
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指標で見る　栗山の財政状況

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律とは
　地方公共団体の財政破綻を未然に防ぐため、平成 19 年
に定められた法律で、新たな財政指標により、財政の健
全度を「健全段階」、「早期健全化段階」、「財政再生段階」
の３段階で表すとともに、特別会計なども含めた連結決
算により、地方公共団体全体の財政状況を明らかにする
ことを目的としています。

健全化判断比率・資金不足比率

【比率から見た本町の財政状況】
　平成 22 年度決算における本町の財政状
況は、各比率の算定結果が示すとおり、「健
全段階」にあります。
　また、実質公債費比率、将来負担比率に
ついては、全道平均を上回っている状況で
すが、前年度より比率は改善されています。
　本町では、平成２０年度をピークに借金
返済額が毎年度減少していくことから、比
率も改善されていく見込みとなっています
が、景気低迷による税収の減や、地方交付
税の伸びが期待できないなど、厳しい財政
状況が続いています。
　このため、今後においても、「栗山町第
５次総合計画」に基づくまちづくりを進め
つつ、行財政改革の指針である「がんばる
栗山プラン２１」の着実な推進によって、
さらに計画的かつ効果的な財政運営に努め
ていきます。

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

-

-

21.0 %

106.5%

-

-

22.8 %

124.2%

前年度
22 年度

15.0 %

20.0 %

25.0 %

350.0 %

早期健全化段階
（資金不足比率は　　　
　　　経営健全化段階）

財政再生段階

20.0 %

35.0 %

35.0 %

基準なし

健
全
化
判
断
比
率

資
金
不
足
比
率

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

水道事業会計

-

-

-

-

-

-

20.0 % 基準なし

比率が悪化した場合は？

○早期健全化段階、 経営
健全化段階となった場合
は、 財政健全化 （経営健
全化） 計画を策定し、 自
主的な努力により、 財政再
建を目指すことになります。
○財政再生段階となった場
合は、 財政再生計画を策
定し、 国や道の指導によっ
て財政再建を目指すことに
なり、 行財政運営すべての
面において厳しい制限が加
えられます。
例） 町が単独で行っている

施策 （福祉や教育、 産
業など） や公共事業な
どの削減または中止

　町の財政に関するご意見をお寄せください！

　問い合わせ：町経営企画課行政経営グループ
　　　　　　　　　　☎ �7503

　　　　　　　町ホームページの「意見箱」や「問い合わせ」　
　　　　　　    もご活用ください！
　

実質赤字比率
標準財政規模（地方税や地方交付税など、使途の特定
されていない一般財源の額の大きさを、全国統一的な
算式により算出したもの）に対する普通会計（本町は
一般会計と北海道介護福祉学校特別会計）の実質赤字
額の割合。平成 22 年度決算は赤字額が発生していな
いため、比率は算定されません。

将来負担比率
標準財政規模などを基本とした額に対する、町が今後
負担しなければならない実質的な負債額の割合。平成
22 年度決算は 106.5％で、今後負担を要する負債額が、
１年間の一般財源程度あるということになります。な
お、全道平均は 97.6％で、本町は比率の高い順から
44 番目となっています。

連結実質赤字比率
標準財政規模に対するすべての会計の実質赤字額の
割合。平成 22 年度決算はすべての会計で赤字額が発
生していないため、比率は算定されません。

資金不足比率
公営企業会計（本町は下水道事業、農業集落排水事業、
水道事業会計）の資金不足額の事業規模に対する割
合。平成 22 年度決算はいずれの会計も資金不足額が
発生していないため、比率は算定されません。

実質公債費比率
標準財政規模などを基本とした額に対する、町の実
質的な借金返済額の割合。平成 22 年度決算は 21.0％
で、一般財源の約２割が借金返済に使われたことにな
ります。なお、全道平均は 12.8％で、本町はこれを
大きく上回っており、比率の高い順から 11 番目となっ
ています。

第５次総合計画に基づくまちづくりを推進

平成 22年度に実施した主な事業

１　みんなが主役のふるさとづくり

２　人と自然にやさしいふるさとづくり

３　安心して暮らせるふるさとづくり

４　人々が輝くふるさとづくり

５　元気で活力あるふるさとづくり

６　快適でやすらぐふるさとづくり

自治区推進モデル・自治区交付金事業
77 万円

地域の問題解決や支え合い
の 取 り 組 み を 推 進 す る た
め、町内会・自治会の連携
により設立された「まちづ
くり組織」の活動を支援し
ました。

公共施設ストック活用計画事業
704 万円

公共施設の長寿命化を図る
ため、データベースの構築
や簡易劣化診断を実施しま
した。

町民意識・満足度調査
35 万円

総合計画見直しにあたり、
町民の皆さんの声を町政に
反映させるため、政策など
に対する意識・満足度調査
を実施しました。

エコツーリズム・モデル開発支援事業
1,130 万円

地域の自然資源を生かした
教育活動や新たな産業づく
りのため、ハサンベツなど
を活用した自然体験プログ
ラムの開発などを行いまし
た。

ごみ収集車購入事業
838 万円

安全かつ衛生的なごみ処理
体制維持のため、老朽化し
たごみ収集車１台を更新し
ました。

廃棄物中間処理施設整備事業
2 億 3,919 万円

最終処分場の延命化などご
み処理コストの低減や、リ
サイクルのさらなる推進の
ため、炭化処理施設を整備
しました。

救急医療対策事業
8,000 万円

地域医療確保のため、栗山
赤十字病院の救急医療業務
に 対 し て 支 援 を 行 い ま し
た。

乳幼児および児童医療費助成
2,746 万円

安心して子育てできる環境
づくりのため、義務教育終
了時までの医療費無料化を
継続実施しました。

任意予防接種費助成事業
1,161 万円

次代を担う子どもたちの健
康を守るため、子宮頸がん、
小児肺炎球菌などの任意予
防接種を無料化しました。

栗山いちい保育園改築事業費補助
1 億 5,962 万円

保育環境の改善や低年齢児
の保育ニーズに対応いする
ため、栗山いちい保育園の
改築事業に対して支援を行
いました。

小中学校校舎等
耐震補強事業

5,376 万円
児童生徒の安全確保を図る
ため、小中学校校舎、体育
館の耐震補強工事を実施し
ました。

スポーツセンター
耐震改修事業

4,678 万円
施設利用者の安全確保を図
るため、耐震改修工事を実
施しました

介護福祉学校
コンピュータ等整備事業

1,278 万円
教 育 環 境 の 充 実 を 図 る た
め、校内無線ＬＡＮ整備、
パソコン関連機器の導入を
実施しました。

特別支援教育支援員配置
1,076 万円

児童生徒一人ひとりの発達
や個性にあった、きめ細か
い指導・支援を行うため、
特別支援教育支援員および
支援補助員を学校に配置し
ました。

中山間地域等直接支払事業
1 億 6,159 万円

農業生産条件が不利な中山
間地域における、農業生産
活動の維持および多面的機
能の増進のため、交付金事
業を実施しました。

商店街振興対策事業
583 万円

賑わいにあふれ、魅力ある
商店街づくりを推進するた
め、商店街が主体となって
取り組む各種事業に対して
支援を行いました。

栗の活用事業
218 万円

町木「栗」を新たな地域ブ
ラ ン ド と し て 推 進 す る た
め、プロジェクトに取り組
む協議会に対し支援を行い
ました。

道路整備事業
7,474 万円

町 内 幹 線 道 路 の 整 備 の た
め、 杵 臼 本 線（ 改 良 延 長
270.9 ｍ）および湯地継立
線（改良延長 140 ｍ）の改
良舗装を実施しました。

角田集落排水統合事業
8,207 万円

下水道施設の維持管理費削
減のため、角田地区農業集
落排水事業で整備した施設
の、公共下水道への統合整
備を実施しました（H23 継
続実施中）。

公営住宅整備事業
3 億 1,506 万円

安全・安心でより快適に生
活できる住環境づくりのた
め、 松 栄 団 地 2 棟 20 戸 の
建て替え、駐車場整備を実
施しました。

（防災訓練でのバケツリレー）

（できた炭を持つ子どもたち）

（いちい保育園の子どもたち）

（栗の調理勉強会）

（建て替えが進む松栄団地）


